
参考資料

労働分野における裁判外紛争解決手続
（ADR）等に関する資料

（第1回検討会参考資料から今回の議題関連部分を抜粋）

第２回 透明かつ公正な労働紛争解決システム等の在り方に関する検討会（平成27年11月26日）



1. 労働紛争の種類・傾向とその解決システム ①概要

個別労働関係紛争

集団的労働紛争
…労働組合と企業
との間の労働関係において
生じる紛争

…労働者個々人と企業
との間の労働関係において
生じる紛争

●かつては、賃上げ・一時金要求などの交渉における新たな合意の形成をめぐる
「利益をめぐる紛争」が中心であった （※１）

●1970年代半ばに争議件数はピークを迎えたが、長期雇用システムを基盤とした、
企業別組合と経営間の労使協調関係が形成されたこと等により、1980年代半
ば以降、減少傾向に転じた。特に、ストライキは著しく減少している

●労働委員会による、労働争議の調整制度や、使用者の不当労働行為（※２）
に対する救済制度が法定されている（※３）

（※１）一方、近年は、
・労働者が解雇・雇止めに際して労働組合に加入し、
・その組合が行った解雇撤回等を求める団体交渉申入れについて、使用者が拒否するなど、
個別労働紛争を原因とする集団的労働紛争が発生している

（※２）労働組合員であること等を理由とする解雇その他の不利益取扱いや、正当な理由のない団体交渉
の拒否、労働組合の運営等に対する支配介入等の行為

（※３）労働関係調整法（昭和21年法律第25号）、労働組合法（昭和24年法律第174号）

●いじめ・嫌がらせや賃金不払い、解雇といった、契約上の取り決めや法違反に関
する「権利をめぐる紛争」が多い

●1990年代半ば以降、バブル崩壊後の長期経済低迷における雇用情勢の悪化
や人事管理の個別化、いわゆる非正規雇用の増加を背景として、集団的労使紛
争の減少の一方で、増加傾向が顕著であり、特にリーマンショック以降、高水準に

●最終的には民事訴訟制度により解決されるものであるが、近年、都道府県労働
局における個別労働紛争解決制度（平成13年10月施行）や都道府県労働
委員会等における個別労働紛争のあっせん、裁判所における非訟手続としての
労働審判制度（平成18年4月施行）が整備されている
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個別紛争の発生

個別労働紛争解決制度
個別紛争の未然防止や
早期解決を支援

都道府県労働局
総合労働相談
都道府県労働局・
労働基準監督署等に
設置した総合労働相談
コーナーで、専門の
相談員が対応

助言・指導
都道府県労働局長が、
紛争当事者に対して
解決の方向を提示

あっせん
紛争調整委員（弁護
士や大学教授など）が
入って話し合いを促進。
双方から求められた
場合、両者が採るべき
具体的なあっせん案を
提示

労働審判制度
裁判所において、原則
として3回以内の期日
で、迅速、適正かつ実
効的に解決

調停
裁判官である労働
審判官1名と、労
働関係に関する専
門的な知識経験を
有する労働審判員
2名とで組織する労
働審判委員会が審
理して試みる

審判
調停がまとまらない
場合に行う。異議
申立てがあれば訴
訟に移行

民事訴訟（※2）
裁判官が法廷で、最
終的に判決によって
紛争の解決を図る

和解
訴訟の途中で話
合いにより解決

判決
厳格な手続によ
る紛争解決の最
終手段

1. 労働紛争の種類・傾向とその解決システム ②全体像

個別労働関係紛争

自主解決
企業内紛争解決システム
（労働組合・苦情処理制度等）

労働争議の発生

労使での
自主解決

労働委員会

調整制度

あっせん
学識経験者等のあっせん
員が交渉を支援。解決案
を提示することもある。受
諾は任意

調停
公労使三者構成の調停
委員会が「調停案」を作
成し、受諾を勧告。受諾
は任意

仲裁
公益委員で構成する仲裁
委員会が、労使双方を拘
束する「仲裁裁定」を行う

労使からの申請
※あっせんは労使
いずれか一方
からの申請も可

不当労働行為の発生
労組・労働者
からの申立て

救済申立て
(初審:都道府県労働委員会)

審査

和解
労働委員会は、審査の
途中において、いつでも、
当事者に和解を勧めるこ
とができる。

救済又は棄却命令
公益委員会議において
合議を行い命令を交付
する

集団的労働紛争

再審査申立て
（中央労働委員会）
取消訴訟
（裁判所）
初審命令(決定)又は再審
査命令(決定)に不服のある
労組・労働者又は使用者が
提訴できる

不服の
場合

都道府県（※1）
（労働委員会の場合）

労働相談
通常の相談のほ
か、出張相談や、
委員や専門家に
よる特別相談を
実施している労
働委員会もある

あっせん
公労使三者委
員によって実施。
「あっせん案」を
提示し、労使の
委員が互いの譲
歩を促すこともあ
る

（※1）都道府県の判断により、労働委員会、労政
主管部局等において労働相談やあっせんを実施

＊ このほか、労働団体や弁護士グループ、社会保険労務士会等が行う相談・調整サービスが存在する。
＊ また、当事者間の合意に基づき、紛争解決を仲裁人の判断に委ねる私的仲裁制度については、仲裁法（平成15年法律第138

号）において、当分の間、同法の施行後に成立した仲裁合意であって、将来において生ずる個別労働関係紛争を対象とするものは、無
効とすることとされている（同法附則第4条）。

（※2）簡易裁判所または
当事者間で合意で定め
た地方裁判所において、
民事調停の手続を利用
することも可能。地方裁
判所の訴訟の過程で調
停に付すこととされた場
合も可能。
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資料出所 厚生労働省「労働争議統計調査」

（注1）「争議行為を伴う争議」とは、怠業、同盟罷業、作業所閉鎖、業務管理等の行為形態の争議を指す。
（注2）「争議行為を伴わない争議」とは、争議行為を伴わないが、解決のため労働委員会等の第三者が関与したものを指す。

（ 件 ）

集団的労働紛争

個別労働関係紛争（訴訟等）

資料出所 最高裁判所事務総局行政局「労働関係民事・行政事件の概況」 （法曹会「法曹時報」に毎年掲載）
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（ 注 ） 平成18年の労働審判件数は4月～12月の数値

1990年代以降の個別労働関
係紛争の増加傾向に伴い、
● 紛争解決システムについ
て、長年、民事訴訟等の一般
的な司法手続に委ねられてい
たが、「個別労働関係紛争解
決制度」（平成13年10月施
行）及び「労働審判制度」
（平成18年4月施行）など
が整備されてきたほか、

● 判例法理に沿った労働契
約の内容の決定及び変更に
関する民事的なルール等を一
つの体系としてまとめる労働契
約法が制定された（平成20
年3月施行）。
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1. 労働紛争の種類・傾向とその解決システム ③件数推移

雇用終了（解雇・雇止め）に関する紛争は、
・労働審判の45.4％
・民事訴訟（労働事件）の28.2％
を占める（p.18参照）。
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2. 個別労働関係紛争の解決システムの概説 ①個別労働関係紛争解決制度の概要
個別労働関係紛争解決制度

● 個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律（平成13年法律第112号）により、平成13年10月から実施。
≪都道府県労働局の個別労働関係紛争解決制度≫
● 無料で個別労働紛争の解決援助サービスを提供し、個別労働紛争の未然防止、迅速な解決を促進することを目的として、

以下のサービスを実施。
・ 総合労働相談コーナーにおける情報提供・相談
： 法令や判例を知らないことや誤解に基づく個別労働紛争について、未然防止・早期解決のため、労働者・事業主からの

相談に専門の相談員が対応。
・ 都道府県労働局長による助言・指導（注）
： 都道府県労働局長が、紛争当事者に対し問題点を指摘し、解決の方向を示すことにより、紛争当事者の自主的な紛争

解決を促進するもの（行政指導と異なり、何らかの措置を強制するものではない）。
（注）個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律の施行に先立ち、労働基準法改正により平成10年10月から実施

・ 紛争調整委員会によるあっせん
： 弁護士、大学教授、社会保険労務士などの労働問題の専門家により組織された紛争調整委員会が、双方の主張の要

点を確かめ、双方から求められた場合には、両者に対して、事案に応じた具体的なあっせん案を提示。

≪都道府県労働局のあっせんの特徴≫
・ 手続きが裁判に比べ、迅速かつ簡便。
・ 弁護士、大学教授、社会保険労務士などの労働問題の専門家が担当。
・ 訴訟提起に際して、あっせん申請時に提起があったものとみなす「時効の中断」の効果がある（※１）。
・ 紛争当事者間で合意したあっせん案は、民法上の和解の効力を有する。
・ 手続きは非公開、紛争当事者のプライバシーを保護。
・ 労働者があっせんを申請したことによる不利益な取扱いは法律で禁止。
・ 紛争当事者の一方が参加の意思がないことを表明したときは、手続は打ち切りとなる（※２）。

（※１）個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律第16条
（※２）個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律第15条・個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律施行規則（平成13年厚生労働省令第191号）第12条 5



2. 個別労働関係紛争の解決システムの概説 ①個別労働関係紛争解決制度の概要

（出典）厚生労働省パンフレット「職場のトラブル解決サポートします」 6



2. 個別労働関係紛争の解決システムの概説 ①個別労働関係紛争解決制度の概要
個別労働関係紛争解決制度

≪都道府県労働委員会のあっせんの特徴≫
・ 手続きが裁判に比べ、迅速かつ簡便。費用は無料。
・ 労働問題の専門家で経験も豊富なあっせん員が三者構成（※）
で一体となって丁寧なあっせんを実施。
※ 公益側代表（学識経験者等）、労働者側代表（労働組合役員等）、使用者側

代表（会社経営者等）
・ 紛争当事者間で合意したあっせん案は、民法上の和解契約の
効力を有する。

・ 手続きは非公開、紛争当事者のプライバシーを保護。

≪都道府県労働委員会の個別労働関係紛争解決制度≫
● 各都道府県労働委員会（東京都、兵庫県、福岡県を除

く）において、労働問題の専門家である委員があっせん員とな
り、労働者及び事業主双方から個別に事情を聴き、その主張
や意見について協議を行った上で労働者及び事業主双方に
対する説得、意向の打診、紛争解決に向けての方針や解決
案（あっせん案）の提示などを行い、紛争の解決を促す。

● 都道府県労働委員会の個別労働紛争の解決サービスは、
平成11年の地方自治法改正において委員会の事務が自治
事務に位置づけられたことにより、自治体の判断で行うことが可
能になったもの。そのため、委員会ごとに名称・制度内容・処理
方法は異なる。

（参考）労使紛争の防止・解決のための自主的な苦情処理制度を設けている企業もある（p.20以降参照）。

（出典）中央労働委員会ウェブサイト「個別労働紛争のあっせん」

あっせんの流れ（大まかな例）

（注）中央労働委員会ウェブサイトの掲載内容をもとに作成 7



2. 個別労働関係紛争の解決システムの概説 ②労働審判手続の概要
労働審判手続
● 労働審判法（平成16年法律第45号。以下「法」という。）に基づき、平成18年4月から実施。
● 労働審判手続は、労働審判官（裁判官）1人と労働関係に関する専門的な知識と経験を有する労働審判員2人で

組織された労働審判委員会が、個別労働紛争を原則として3回以内の期日で審理し、適宜調停を試み、調停による解決
に至らない場合には、事案の実情に即した柔軟な解決を図るための労働審判を行うという紛争解決手続。

● 各地方裁判所本庁等（※）において取り扱っている。
（※）平成22年4月から、東京地方裁判所立川支部及び福岡地方裁判所小倉支部においても取扱いを開始。

≪労働審判手続の特徴≫
・ 労使各側の専門家である労働審判員2名が手続に関与（法第7条及び第9条）。
・ 非訟事件であり、調停の話合いを円滑に行う必要があることから、手続は非公開（法第16条）。
・ 労働審判官の呼出しに応じない当事者には、罰則が適用される（法第14条及び第31条）。
・ 原則３回以内の期日で審理し（法第15条）、実情に応じた柔軟な解決を図る。
・ 委員会は、民事訴訟の例により、証拠調べを行うことができる（法第17条）。
・ 調停において合意が成立した場合、裁判上の和解と同一の効力を有する（法第29条）。
・ 労働審判がなされ、当事者から適法な異議の申立てがなかったときは、その労働審判は裁判上の和解と同一の効力を有する（法第21条）。
・ 労働審判がなされ、当事者から適法な異議の申立てがあったときは、その労働審判は効力を失い（法第21条）、当該労働審判手続の

申立ての時に、地方裁判所に訴えの提起があったものとみなす（法第22条）。

（注）裁判所ウェブサイトの掲載内容をもとに作成

（注）菅野和夫「労働法 第10版」（平成25年）第5編第3章第１節をもとに作成

（注）菅野和夫「労働法 第10版」（平成25年）第5編第3章第１節をもとに作成

● 労働審判の内容については、労働審判委員会において柔軟に定めることができる。このため、例えば、合理的理由のない
解雇がなされたとして、労働者・使用者とも金銭解決を望んでいることが判明していれば、労働審判委員会は、解雇の合理
的理由がないことを示しつつ、使用者に対し、労働者への一定額の解決金の支払いを命じることもできる。
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2. 個別労働関係紛争の解決システムの概説 ②労働審判手続の概要

（出典）裁判所ウェブサイト「民事事件・労働審判手続」 9



2. 個別労働関係紛争の解決システムの概説 ③民事訴訟の概要
民事訴訟

● 民事上の権利の実現を図る究極的手段。
● 権利関係の当事者が権利主張の内容を特定して訴訟の開始を申立てることによって開始さ

れる。裁判所は当該訴え以外の事項について裁判することは許されず、当事者は、訴訟手続
中も、訴えの取り下げや請求の放棄・認諾、和解によって訴訟を終了させることができる（処
分権主義）。

● 権利関係を基礎づける主要事実を、当事者が主張・立証する必要があり（弁論主義）、
公開の法廷で審理と判決を行う。

● 民事訴訟に係る紛争は、実際には当事者間の交渉による和解によって解決することが多く、
労働関係事件についても同様。和解の内容は、調書に記載されたときは、確定判決と同一の
効力を有する。

≪民事訴訟の特徴≫
・ 法廷での公開の手続。
・ 厳格な手続による紛争解決の最終手段。主張や証拠に基づき判断される。
・ 判決による解決のほか、和解も試みられる。

（出典）裁判所ウェブサイト「民事事件・民事訴訟の種類」

（注）菅野和夫「労働法 第10版」（平成25年）第5編第3章第2節をもとに作成 10



総合労働相談件数（うち民事上の個別紛争） 助言・指導申出件数 あっせん申請件数
18年度 946,012 （187,387） 5,761 6,924
19年度 997,237 （197,904） 6,652 7,146
20年度 1,075,021 （236,993） 7,592 8,457
21年度 1,141,006 （247,302） 7,778 7,821
22年度 1,130,234 （246,907） 7,692 6,390
23年度 1,109,454 （256,343） 9,590 6,510
24年度 1,067,210 （254,719） 10,363 6,047
25年度 1,050,042 （245,783） 10,024 5,712
26年度 1,033,047 （238,806） 9,471 5,010

〔資料出所〕厚生労働省「平成26年度個別労働紛争解決制度施行状況」

（注）「民事上の個別紛争」とは、労働
条件その他労働関係に関する事
項についての個々の労働者と事
業主との間の紛争（労働基準法
等の違反に係るものを除く）。

0
200000
400000
600000
800000

1000000
1200000

平成

（件）
総合労働相談件数

0
2000
4000
6000
8000

10000
12000

（件）
助言・指導申出件数
あっせん申請件数上記のうち民事上の個別紛争

１．個別労働関係紛争解決制度における都道府県労働局への相談等の件数推移

3. 個別労働関係紛争の解決システムにおける取扱件数・解決率等
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3. 個別労働関係紛争の解決システムにおける取扱件数・解決率等

30

40

50

60

70

80

90

労働委員会あっせん 労政主管部局等あっせん 労働局あっせん 労働審判

平成18年度 300 1,243 6,924 1,163
19年度 375 1,144 7,146 1,563
20年度 481 1,047 8,457 2,417
21年度 503 1,085 7,821 3,531
22年度 397 919 6,390 3,313
23年度 393 909 6,510 3,721
24年度 338 801 6,047 3,660
25年度 376 710 5,712 3,627

（件）

（％）

（注1）あっせんを行う労働委員会は、44労委（東京都、兵庫県、福岡県では行っていない。）
（注2）労政主管部局等のあっせん件数は、あっせんを行っている6都府県（埼玉県、東京都、神奈川県、大阪府、福岡県、大分県）の合計

２．個別労働関係紛争解決制度・労働審判手続の新規係属件数と解決率
新規係属件数

解決率

労働審判

労政主管部局等あっせん

労働委員会あっせん

労働局あっせん

〔資料出所〕中央労働委員会集計資料「各機関における個別労働紛争処理制度の運用状況」

（注1）労働委員会あっせんは、取下及び不開始を除く終結件数に対する解決件数の比率。
（注2）労政主管部局等あっせんは、５都府県(埼玉県、東京都、神奈川県、大阪府、福岡県)の取下及び不開始を除く終結件数に対する解決件数の比率。
（注3）労働局あっせんは、取下を除く終結件数に対する合意成立件数の比率。
（注4）労働審判は、終了、取下及び却下等を除く既済件数に対する調停成立の件数の比率。

12



３．労働関係民事通常訴訟の終局事案の解決状況等

〔資料出所〕最高裁判所事務総局行政局「労働関係民事・行政事件の概況」（法曹会「法曹時報」に毎年掲載）

新受件数 終局事案件数
平成18年度 2,035 2,299

19年度 2,246 2,200
20年度 2,441 2,159
21年度 3,218 2,582
22年度 3,127 3,009
23年度 3,170 2,959
24年度 3,358 3,168
25年度 3,341 3,119

新受・終局事案件数

終局事案の解決状況

0

10

20

30

40

50

60

和解

認容
その他
棄却

（％）

3. 個別労働関係紛争の解決システムにおける取扱件数・解決率等
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４．各制度利用者に関する雇用形態別割合

正社員
47.5％
（2,381件）

【n=5,010】

正規の職員・従業員
74.4％
（230件）

【n=309】

正社員
79.8％
（154件）

個別労働関係紛争解決制度
（平成26年度）

都道府県労働局あっせん

労働審判手続
（労働者側回答／

平成22年7月～11月）

民事訴訟
（和解終局事案のみ・

金銭目的以外の訴え／平成25年）

〔資料出所〕厚生労働省「平成26年度個別労働紛争
解決制度施行状況」※全数調査

パート・アルバイト
20.2％
（1,010件）

派遣労働者
6.7％

（335件）

期間契約社員
19.6％
（983件）

その他・不明
6.0％（301件）

パート
8.1％（25件）

アルバイト
5.5％（17件）

契約社員
7.8％（24件）

嘱託 1.9％（6件） 派遣社員 1.3％（4件）
その他 1.0％（3件）

〔資料出所〕JILPT「労働局あっせん、労働審判及び
裁判上の和解における雇用紛争事案の比較分析」
（平成27年）※サンプル調査

直用非正規
19.2％
（37件）

【n=193】

派遣 0.5％（1件）
業務委託

0.5％（1件）

正規の職員・従業員
65.0％
（115件）

【n=177】

正社員
77.2％
（98件）

労働審判手続
（使用者側回答／

平成22年7月～11月）

民事訴訟
（判決事案のみ・

個別紛争に係る訴え／平成25年）

〔資料出所〕東京大学社会科学研究所「労働審判制度に
ついての意識調査 基本報告書」（平成23年10月）
※サンプル調査

パート
9.6％（17件）

アルバイト
4.5％（8件）

契約社員
9.6％（17件）

嘱託 4.0％（7件） 派遣社員 1.1％（2件）
その他 6.2％（11件）

〔資料出所〕産労総合研究所「労働判例」各号に
掲載されている平成25年に判決のあった事案を
厚生労働省において調査・集計したもの

直用非正規
16.5％
（21件）

【n=127】

派遣 4.7％（6件）
その他（試用期間等）

1.6％（2件）

〔資料出所〕東京大学社会科学研究所「労働審判制度に
ついての意識調査 基本報告書」（平成23年10月）
※サンプル調査

3. 個別労働関係紛争の解決システムにおける取扱件数・解決率等
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都道府県労働局のあっせん、労働審判の調停・審判、裁判上の和解ともに、多くのケースで金銭解決が活用されている。
５．解決内容の傾向

金銭解決
96.6％

【n=324】
撤回・取消
（＝復職等） 1.2％
損害賠償取下げ 0.9％
離職理由の変更 0.6％
謝罪 0.3％
その他 0.3％

あっせん

金銭解決
96.0％

【n=452】
撤回・取消
（＝復職等） 0.4％
損害賠償取下げ 0％
離職理由の変更 1.3％
謝罪 0％
その他 1.8％
（審判で）棄却 0.4％

労働審判

金銭解決
90.2％

【n-193】
撤回・取消
（＝復職等） 6.2％
損害賠償取下げ 0％
離職理由の変更 1.0％
謝罪 0.5％
その他 2.1％

和解

3. 個別労働関係紛争の解決システムにおける取扱件数・解決率等

あっせんは低額で解決する傾向がある一方で、審判及び和解は高額で解決する傾向があるが、
いずれも解決金額の分布は広くなっている。

６．金銭解決の金額の傾向

0
5

10
15
20
25
30（％） （注）労働審判・和解においては、未払いの残業代請求を併せて行っている事案も含まれている。

0
10
20
30
40
50（％）

７．月収表示でとらえた金銭解決の金額の傾向

（注）労働審判・和解においては、未払いの残業代請求を併せて行っている事案も含まれている。

６．と同様に、あっせんは低額で解決する傾向がある一方で、審判及び和解は高額で解決する傾向があるが、
いずれも解決金額の分布は広くなっている。

（注）独立行政法人労働政策研究・研修機構「労働政策研究報告書No.174 労働局あっせん、労働審判及び裁判上の和解における雇用紛争事案の比較分析」（平成27年）をもとに作成

＜凡例＞
あっせん
審判
和解
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あっせんは２か月以内で、審判は６か月以内で解決されるケースが多く、迅速な解決が図られている。
一方で、和解については、６か月以上の期間を要するケースが多い。

８．制度利用期間の傾向

0
20
40
60
80（％）

（注）独立行政法人労働政策研究・研修機構「労働政策研究報告書No.174 労働局あっせん、労働審判及び裁判上の和解における雇用紛争事案の比較分析」（平成27年）をもとに作成

９．民事訴訟における労働事件の平均審理期間の推移

3. 個別労働関係紛争の解決システムにおける取扱件数・解決率等

平成初期に比して短縮されているが、その他の類型に比べて平均審理期間が長くなる傾向がある。
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元 2 3 4 5 6 7 8 9 1011121314151617181920212223242526

労働関係の民事第一審通常訴訟の平均審理期間
（月）

（年：平成）

14.3月
（全体・平成26年）

0
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15
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25

元 2 3 4 5 6 7 8 9 1011121314151617181920212223242526

≪参考≫民事（全体）第一審通常訴訟の平均審理期間

（月）

（年：平成）

12.4月
（対席判決で終局した事件・平成26年）

8.5月
（全体・平成26年）

（出典）最高裁判所「裁判所データブック2015」

＜凡例＞
あっせん
審判
和解
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※１ 厚生労働省「個別労働紛争解決制度施行状況」、最高裁判所事務総局「司法統計」により作成。個別労働紛争解決制度は平成26年度、労働審判は平成25年、
裁判は平成25年の件数。また、裁判の件数は、第一審通常訴訟における解雇等の訴え（金銭に関する訴え以外の訴え）の件数。

※２ 独立行政法人労働政策研究・研修機構「労働政策研究報告書No.174 労働局あっせん、労働審判及び裁判上の和解における雇用紛争事案の比較分析」（平成27年）をもとに作成。

4. 我が国における雇用終了に関する紛争の解決状況 ①概観

個別労働紛争解決制度における
解雇に関する相談・あっせん

労働審判における
解雇等に関する申立て

裁判における解雇等の訴え

件数（※１）

相談件数 ：38,966件
あっせん申請件数： 1,392件

新受件数 ： 1,670件
調停成立 ： 1,195件

新受件数 ： 966件
終局事案 ： 947件

和解：444件
判決：355件 認容（解雇無効）： 195件

棄却・却下 ： 158件

終局結果

（参考）解決金額の中央値（雇用終
了以外の事案を含む）（※２）

（参考）制度利用期間の中央値（雇用
終了以外の事案を含む）(※２)

156,400円 1.4か月

1,100,000円 2.1か月

（和解）2,301,357円 （和解）9.3か月
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【n=3341】
（地方裁判所における新受件数・平成25年）
<その他の内容別割合>
賃金等請求 57.7％（1929件）
損害賠償請求 7.7％（ 257件）
その他の確認 4.8％（ 161件）
その他の金員 1.1％（ 38件）
その他 0.4％（ 15件）

【n=3678】
（地方裁判所における新受件数・平成25年）
<その他の内容別割合>
それ以外(金銭目的以外) 1.4％（ 50件）
賃金手当等 39.6％（1456件）
退職金 3.1％（ 114件）
それ以外（金銭目的） 10.5％（ 388件）

都道府県労働局あっせん

労働審判 民事訴訟

【n=6062】
（平成26年度）
<その他の内容別割合>
退職勧奨 7.7％（ 422件）
採用内定取消 2.1％（ 114件）
自己都合退職 2.7％（ 149件）
出向・配置転換 2.4％（ 135件）
労働条件引下げ 6.9％（ 382件）
その他の労働条件 9.0％（ 496件）
いじめ・嫌がらせ 26.7％（1473件）
雇用管理等 1.5％（ 83件）
その他 7.0％（ 387件）

労働委員会あっせん

解雇
23.7％
(77件)

解雇
25.2％
(1392件)

解雇・
雇止め（＊）

45.4％
(1670件)

解雇・
雇止め（＊）

28.2％
(941件)

（出典）厚生労働省「平成26年度個別労働紛争解決制度施行状況」をもとに作成

【n=325】
（平成25年）
<その他の内容別割合>
退職強要 5.2％（ 17件）
その他経営又は人事 28.6％（ 93件）
賃金等 30.8％（100件）
労働条件等 11.7%（ 38件）
職場の人間関係 20.9％（ 68件）
その他 12.9％（ 42件）

（出典）中央労働委員会における集計をもとに作成

（注） 各件数の全体に占める割合については、複数の内容を含むあっせんが存在するところ、母数を
延べ数ではなく、実数としている。そのため、各割合の合計は100％を超える。

（注） 各件数の全体に占める割合については、複数の内容を含むあっせんが存在するところ、母数を
延べ数ではなく、実数としている。そのため、各割合の合計は100％を超える。

雇止め
8.7％
(480件)

雇止め
10.2％
(33件)

4. 我が国における雇用終了に関する紛争の解決状況 ②取扱件数の全体に対する比率

（出典）最高裁判所事務総局行政局「平成25年度労働関係民事・行政事
件の概況」（法曹会「法曹時報」66巻８号149頁）をもとに作成

（＊） 原資料においては、地位確認（雇用契約等に基づく従業員としての地位確認を求める事件）
の件数として記載されている。なお、複数の内容を含む事件については、主たる請求類型にのみ
計上されている。（例：地位確認請求と併せてバックペイ請求を行った事件は地位確認にのみ計上）

（＊） 原資料においては、地位確認（雇用契約等に基づく従業員としての地位確認を求める事件）
の件数として記載されている。なお、複数の内容を含む事件については、主たる請求類型にのみ
計上されている。（例：地位確認請求と併せてバックペイ請求を行った事件は地位確認にのみ計上）

（出典）最高裁判所事務総局行政局「平成25年度労働関係民事・行政事
件の概況」（法曹会「法曹時報」66巻８号149頁）をもとに作成 18
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45 雇用終了（217件）

雇用終了のうち解雇（88件）
※いじめ・嫌がらせ（69件）、

労働条件引下げ（28件）
及び総計のうち残業代請求
含む事案（0件）は省略
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個別労働
関係紛争
解決制度
（あっせん）

労働審判
手続

民事訴訟
（和解）

（％）

（％）

（％） 雇用終了（416件）
雇用終了のうち解雇（328件）
総計のうち
残業代請求含む事案（66件）

※いじめ・嫌がらせ（0件）及び
労働条件引下げ（9件）は
省略

雇用終了（159件）
雇用終了のうち解雇（127件）
総計のうち
残業代請求含む事案（30件）

※いじめ・嫌がらせ（0件）及び
労働条件引下げ（5件）は
省略

（注）独立行政法人労働政策研究・研修機構「労働政策研究報告書No.174 労働局あっせん、労働審判及び裁判上の和解における雇用紛争事案の比較分析」（平成27年）をもとに作成

4. 我が国における雇用終了に関する紛争の解決状況 ③月収表示による解決金額の分布
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